
平成２７年度  
経営安定対策及びALICによる関連対策  

（未定稿）  
生産局  

平 成 ２ ７ 年 １ 月 

事業名 所要額 備考 

    
（百万円）   (頁) 

  １．畜産・酪農経営安定対策       

  ① 加工原料乳生産者補給金 31,068      1 

  ② 加工原料乳生産者経営安定対策事業       2 

  ※ ③ 国産乳製品供給安定対策事業       500     3 

  ※ ④ 飼料生産型酪農経営支援事業 6,581      4 

  ⑤ 肉用子牛生産者補給金 21,296      5 

  ⑥ 肉用牛繁殖経営支援事業 15,877      6 

  ⑦ 肉用牛肥育経営安定特別対策事業 86,942      7 

  ⑧ 養豚経営安定対策事業 9,966      8 

  ※ ⑨ 鶏卵生産者経営安定対策事業 5,189      9 

  ２．ALIC事業の関連対策       

  ① 酪農生産基盤確保・強化緊急支援事業（新規） 1,205      10 

  
② 酪農経営安定対策補完事業 1,186      11 

③ 肉用牛経営安定対策補完事業 3,441 12 

  ④ 食肉流通改善合理化支援事業 3,703      13 

  ⑤ 養豚経営安定対策補完事業 130      14 

⑥ 畜産高度化支援リース事業 基金    貸付枠:18億円 15 

  ⑦ 畜産特別支援資金融通事業 1,999      16 

  ⑧ 畜産動産担保融資活用推進事業 46 17 

  ⑨ 家畜防疫互助基金支援事業 基金    基金規模:29億円 18 

  ⑩ 国産畜産物安心確保等支援事業 464    
 （うち国費1/2:16億円） 

  
19 

  ⑪ 畜産副産物適正処分等推進事業 6,736   20 

  

  ⑫ 畜産経営安定化飼料緊急支援事業 32      21 

   ⑬ 生乳流通合理化促進事業（新規） 

３．その他                   

   ① 配合飼料価格安定基金運営基盤強化事業 

582 22 

13,460 23 

② 飼料穀物備蓄対策事業 2,423 24 

※印は国が直接実施する事業、その他はＡＬＩＣが実施する事業 
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加工原料乳生産者補給金

１ 事業の目的

加工原料乳生産者補給金等暫定措置法に基づき、加工原料乳に対して補給金を交付す

ることにより、加工原料乳地域の生乳の再生産の確保と全国の酪農経営の安定を図る。

２ 事業の内容

加工原料乳を対象に、独立行政法人農畜産業振興機構を通じて指定生乳生産者団体に

対し、補給金を交付するために必要な経費を交付する。

３ 事業実施主体

指定生乳生産者団体

４ 所要額（補助率）

３１，０６８百万円

加工原料乳

【脱脂粉乳・バター等向け生乳】

補給金単価：12.90円/kg、交付対象数量：178万トン（27年度）

【チーズ向け生乳】

補給金単価：15.53円/kg、交付対象数量： 52万トン（27年度）

担当課：生産局畜産部牛乳乳製品課

代 表：03-3502-8111 内線4933

担当者：冨澤、上田

【平成27年度】
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加工原料乳生産者経営安定対策事業

１ 事業の目的
加工原料乳の取引価格が需給変動等により低落した場合に、生産者の拠出と国の助成

金とによる生産者積立金によりその一定部分を補塡し、加工原料乳生産者補給金制度と
一体となって、酪農経営の安定を図り、もって生乳の再生産の確保及び牛乳乳製品の安
定供給に資する。

２ 事業の内容
加工原料乳（脱脂粉乳・バター等向け及びチーズ向けの生乳）の取引価格が各々の補

塡基準価格（全国の直近３年間の平均取引価格）を下回った場合に、生産者に補塡金
（差額の８割）を交付する。

３ 事業実施主体 指定生乳生産者団体

（参考）
具体的な仕組み
① 事業実施期間：平成２５～２７年度（３年間）
② 補塡基準価格：全国の直近３年間の平均取引価格
③ 補塡割合：補塡基準価格と当年度の全国平均取引価格との差額の８割

担当課：生産局畜産部牛乳乳製品課
代 表 03-3502-8111 内線 4933
担当者：冨澤、上田

【平成27年度ALIC事業】
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国産乳製品供給安定対策事業

１ 事業の目的

生乳需給が短期間で変動する状況の中で、国産乳製品の安定供給に対するユーザーの

強い要望に応えるため、指定生乳生産者団体が乳製品を製造する取組を支援する。

２ 事業の内容

指定生乳生産者団体が乳製品を委託製造し、適時に放出する取組や、不需要期の乳

製品需要を創出する取組に対し、製造費の一部を補助する。（最大５万４千トン）

・補助率：１／２以内

３ 事業実施主体

指定生乳生産者団体

４ 所要額（補助率）

５００百万円（１／２以内）

担当課：生産局畜産部牛乳乳製品課

代 表：03-3502-8111 内線4933

担当者：冨澤、上田

【平成27年度】
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飼料生産型酪農経営支援事業

１ 事業の目的

自給飼料生産基盤に立脚した経営を行う酪農家の経営の安定を図る。

２ 事業の内容

自給飼料生産基盤に立脚した経営を行う酪農家（自給飼料の生産を行うとと

もに環境負荷軽減に取り組んでいる者）に対し、飼料作付面積に応じた交付金

を交付する。

また、飼料作物の二期作・二毛作の２作目の面積や契約栽培により耕種農家

が飼料作物を作付けする面積も含め、交付対象となる飼料作付面積を拡大する。

（１）交付対象者の要件

・ 飼料作付面積が北海道で４０a/頭以上、都府県で１０a/頭以上

・ 環境負荷軽減に取り組んでいること

（２）交付金単価

飼料作付面積１haあたり１５千円

３ 事業実施主体 生乳生産者等

４ 所要額（補助率） ６，５８１百万円（定額）

担当課：生産局畜産部畜産企画課

代表 03-3502-8111 内線 4890

担当者：歌丸、喜田

【平成27年度】
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肉用子牛生産者補給金

１ 制度の目的

牛肉の輸入自由化に伴う子牛価格への影響に対処するため、肉用子牛生産安定等特別

措置法に基づき、子牛価格が保証基準価格を下回った場合に、生産者に対し生産者補給

金を交付することにより、肉用子牛生産の安定を図る。

２ 制度の内容

肉用子牛の四半期毎の平均売買価格が保証基準価格を下回った場合、当該四半期に販

売又は自家保留された肉用子牛（黒毛和種、褐毛和種、その他の肉専用種、乳用種、交

雑種）を対象として補給金を交付する。

さらに、平均売買価格が合理化目標価格を下回った場合には、国、県、肉用子牛生産

者の積立により造成した生産者積立金から、下回った額の９／１０を補給金として交付

する。

３ 事業実施主体 指定協会（都道府県肉用子牛価格安定基金協会）

４ 所要額（補助率） ２１，２９６百万円（定額、１／２）

担当課：生産局畜産部食肉鶏卵課

代表 03-3502-8111 内線 4941

担当者：木下、北村
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×10／10

×9／10

国（(独)農畜産業振興機構)

から交付される生産者補給

交付金を財源
指定協会にあらかじめ積み立

てた生産者積立金を財源

負担割合 国の助成 １／２

県の助成 １／４

生産者 １／４

【平成27年度】
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肉用牛繁殖経営支援事業

１ 事業の目的

肉用牛繁殖経営は、子牛出荷までの生産期間が長いため資本回転率が低く多額の運転

資金を必要とし、子牛価格の変動の影響を受けやすいという特徴を有している。

このため、肉用子牛生産者補給金制度を補完し、子牛価格が家族労働費の８割水準を

下回った場合に差額の一部を補塡することにより、繁殖経営の所得を確保し、肉用牛繁

殖経営基盤の安定を図る。

２ 事業の内容

肉用子牛の四半期毎の平均売買価格が発動基準（家族労働費の８割を補償するものと

して設定）を下回った場合、当該四半期に販売又は自家保留された肉用子牛を対象とし

て、発動基準を下回った額の３／４を交付する。

（１）対象品種 ：黒毛和種、褐毛和種、その他の肉専用種

（２）発動基準 ： 品 種 黒毛和種 褐毛和種 その他の肉専用種

（26年度以降） 発動基準 ４２万円 ３８万円 ２８万円

（３）交付金単価 ：発動基準と平均売買価格（ただし、平均売買価格が保証基準価格

を下回る場合は保証基準価格）の差額の３／４

（４）対象子牛 ：肉用子牛生産者補給金制度の契約肉用子牛

（５）事業実施期間：平成２５～２７年度（３年間）

３ 事業実施主体 指定協会（都道府県肉用子牛価格安定基金協会）

４ 所要額（補助率） １５，８７７百万円（定額）

担当課：生産局畜産部食肉鶏卵課

代表 03-3502-8111 内線 4941

担当者：木下、北村

【平成27年度ALIC事業】
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肉用牛肥育経営安定特別対策事業

１ 事業の目的

粗収益が生産コストを下回った場合に、差額の８割を補塡することにより、肉用牛肥

育経営の安定を図る。

２ 事業の内容

粗収益が生産コストを下回った場合に、生産者と国の積立金から差額の８割を補塡金

として交付する。また、一部の県において地域算定をモデル的に実施する(25～27年度)。

（１）積立割合 生産者：国＝１：３

（２）事業実施期間 平成２５～２７年度（３年間）

（３）補塡金 １頭当たりの粗収益と生産コストの差額の８割

（４）対象品種 肉専用種、交雑種、乳用種（３区分）

（５）対象者 肥育牛生産者

３ 事業実施主体 民間団体又は肥育牛生産者

４ 所要額（補助率） ８６，９４２百万円（定額、３／４以内）

担当課：生産局畜産部畜産企画課

代表 03-3502-8111 内線 4890

担当者：前間、野間
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（注）原則として四半期ごと
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◎ 一部の県において地域算定をモデル的に実施

【平成27年度ALIC事業】
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養豚経営安定対策事業

１ 事業の目的

養豚経営の収益性が悪化した場合に、粗収益と生産コストの差額の８割を補塡

することにより、養豚経営の安定を図る。

２ 事業内容

四半期毎に粗収益と生産コストを算定(注)し、粗収益が生産コストを下回った

場合に、生産者と国の積立金から差額の８割を補塡金として交付する。

(注)四半期終了時に計算(前の四半期に発動がなかった場合は通算)

（１）積立割合 生産者：国＝１：１

（２）事業実施期間 平成２７～２９年度（３年間）

（３）補塡金 １頭当たりの粗収益と生産コストの差額の８割

（４）対 象 者 肉豚生産者（耕畜連携、エコフィードの活用等の取組に

努めようとする者）

３ 事業実施主体 養豚事業者

４ 所要額（補助率） ９,９６６百万円（１／２以内、定額）

担当課：生産局畜産部畜産企画課

代表 03-3502-8111 内線 4890

担当者：歌丸、小枝

（注）四半期終了時に計算
（前の四半期に発動が
なかった場合は通算）
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【平成27年度ALIC事業】
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鶏卵生産者経営安定対策事業

１ 事業の目的

鶏卵の需給・価格は季節的に変動することに加え、供給過剰を起こし易い

生産の実態にある。

このため、需給・価格の変動に応じ、鶏卵の価格差補塡や需給改善を推進

する取組を支援し、鶏卵生産者の経営と鶏卵価格の安定を図る。

２ 事業の内容

（１）鶏卵価格差補塡事業

鶏卵の標準取引価格（月毎）が補塡基準価格を下回った場合、その差額

（補塡基準価格と安定基準価格の差額を上限とする。）の９割を補塡する。

（２）成鶏更新・空舎延長事業

鶏卵の標準取引価格（日毎）が通常の季節変動を超えて大幅に低下した

場合には、成鶏の更新に当たって長期の空舎期間を設ける取組に対して、

成鶏１羽当たり210円以内の奨励金を交付する。

３ 事業実施主体 民間団体

４ 所要額（補助率） ５，１８９百万円（定額、１／４以内、３／４以内）

担当課：生産局畜産部食肉鶏卵課

代表 03-3502-8111 内線 4942

担当者：川原、蛯名

【平成27年度】
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酪農生産基盤確保・強化緊急支援事業（新規）

１ 事業の目的
我が国の酪農生産基盤が弱体化し、生乳生産への影響が懸念されるため、生産者集団

等が行う生乳生産基盤の確保・強化のための取組を支援することにより、各地域の飼養
頭数や生乳生産の減少を食い止めるとともに、酪農経営の競争力強化に資する。

２ 事業の内容
（１）酪農生産基盤の強化

生産者集団等が次の取組を行う場合に、費用の一部を支援する。
① 後継者の経営基盤の強化

担い手と位置付けられた後継者に対する、初妊牛の導入（50,000 円/頭）、簡易牛
舎の整備、畜舎の増改築への支援

② 乳用牛の円滑な継承の推進
地域内で生乳生産を中止する酪農家や経営規模を縮小する酪農家の乳用牛を地域

内の酪農家で継承する場合の奨励金（32,000円/頭）の交付
③ 増頭対策の推進

乳用牛の増頭を図るための畜舎改修資材の共同購入や簡易施設・装置の導入
④ 暑熱対策の推進

暑熱の低減を図るための技術指導や関連資材・機材（例：扇風機等）の共同購入
等

⑤ 繁殖・飼養・衛生管理技術等の向上
ア 乳用牛の繁殖性や生産性の向上を図るための乳用牛の健康診断、自給飼料を活
用した飼養管理の向上を図るための飼料の分析・設計及びこれらに基づく技術指
導

イ 乳用牛の衛生的で健康・快適な飼養環境の確保を図るための畜舎の環境改善
ウ 乳房炎による生乳生産量の減少を防止するための搾乳機器の点検（15,000 円/
戸以内、1/2相当定額）・補改修、牛群検査

（２）女性・リタイア世代等の就農・定着等の推進
担い手となる女性・リタイア世代等の就農・定着化を図るための交流ネットワーク

の構築、就農促進等の取組を推進する。

（３）酪農理解醸成等による生乳需要基盤の確保の推進
① 国産牛乳乳製品の消費の維持・定着を図るため、消費者・流通業者等に対して行
う酪農理解醸成活動等の取組を推進する。

② 乳和食等の新たな利用場面の普及や牛乳乳製品の価値訴求等の国産牛乳乳製品の
消費拡大・定着の取組を推進する。

③ 生乳生産者等が製造する牛乳乳製品の需要を拡大するために行う技術研修や販路
拡大等の取組を推進する。

３ 事業実施主体 民間団体

４ 所要額（補助率） １，２０５百万円（定額、１／２以内）

担当課：生産局畜産部牛乳乳製品課
代 表：03-3502-8111 内線4933
担当者：冨澤、平田、信戸

【平成27年度ALIC事業】
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酪農経営安定対策補完事業

１ 事業の目的
酪農ヘルパーの人材育成、傷病時利用の円滑化や酪農ヘルパー利用組合の強化を推

進するとともに、生涯生産性に優れた乳用牛の改良を進めるため、牛群検定による長
命連産性の改良に関するデータや泌乳持続性に関するゲノミック評価のためのＳＮＰデ
ータの収集、分析を支援することにより、酪農経営におけるゆとりの創出や生産性向
上を図る。

２ 事業の内容
（１）酪農経営安定化支援ヘルパー事業（※事業実施期間：平成26～28年度）

① 酪農の担い手となる酪農ヘルパー人材育成支援
ア 酪農後継者や新規就農を希望する酪農ヘルパー向けの研修、他団体等が実施
する研修への参加を促進する。

イ ヘルパー確保のための募集の取組、雇用前研修、実践研修を支援する。
ウ 酪農後継者等の臨時ヘルパーとしての出役を支援する。
エ 業務拡大に必要な免許取得を支援する。
オ コントラ等支援組織との連携による臨時ヘルパーの確保について支援する。

② 傷病時の酪農ヘルパー利用の円滑化
傷病時（病気、事故、育児等）にヘルパーを利用した場合に、積立金の取崩し

により利用料金を軽減する互助制度を実施する利用組合又は都道府県団体を支援
する。

③ 酪農ヘルパー利用組合の強化等
ア 収益改善のための経営診断、収支改善計画の作成、広域利用調整やコントラ
等支援組織との統合等を支援する。

イ ヘルパーの傷害補償保険、損害賠償保険の加入を促進する。
ウ 家畜防疫対策に係る計画策定、防疫機器等の整備を支援する。
エ 利用実態等調査、優良事例発表会等を実施する。

（２）牛群検定システム高度化支援事業
① 生産寿命・繁殖成績の向上

生産コストを低減する長命連産性に関する改良を図るため、肢蹄に関する遺伝
的能力評価精度の向上に必要な画像情報による肢蹄状況データ等を収集・分析す
る取組を支援する。

② 遺伝子情報を用いた遺伝的能力の向上
ピーク時の乳量が維持される泌乳持続性の高い乳用牛の改良を進めるため、牛

群検定組合等に対し、ゲノミック評価に用いるＳＮＰデータを収集する取組を支
援。

３ 事業実施主体 （１）都道府県団体、民間団体
（２）都道府県団体、民間団体

４ 所要額（補助率） １，１８６百万円
うち（１）７７１百万円（定額、１／２以内、２／３以内）
うち（２）４１５百万円（定額、１／２以内）

担当課 代表０３－３５０２－８１１１
（１）の事業 生産局畜産部畜産企画課 内線 4890 担当者：和田、中島
（２）の事業 生産局畜産部畜産振興課 内線 4923 担当者：松本、大藪

【平成27年度ALIC事業】
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肉用牛経営安定対策補完事業

１ 事業の目的

肉用牛生産は中山間地域や離島等の基幹的な農業部門のひとつとして、地域経済の活

性化に重要な役割を果たしてきたが、小規模・高齢者層を中心とした生産者の離脱等か

ら生産基盤の脆弱化が危惧されている。

このため、繁殖経営への新規参入や繁殖雌牛の増頭の取組等を支援することにより、

生産基盤の強化を図る。

２ 事業の内容

（１）肉用牛生産基盤強化対策

① 地域の肉用牛生産基盤強化対策

ア 優良な繁殖雌牛の増頭による中核的な経営体の育成を支援する。

増頭奨励金は、８万円/頭と10万円/頭（能力の高い牛）。

イ 地域の肉用牛改良に必要な優良繁殖雌牛の導入を支援する。

優良繁殖雌牛の導入奨励金は、４万円/頭と５万円/頭（能力の高い牛）。

ウ 繁殖雌牛の増頭に資する簡易牛舎等の整備に対して支援を行う。

エ 肉用牛ヘルパーの推進を支援する。

オ 多様な担い手の育成を支援する（新規）。

カ 特定地域における肉用牛の処理を支援する（新規）。

② 新規参入円滑化等対策

肉用牛繁殖経営への新規参入を促進するため、前年度に本事業を活用して就農し

た新規参入者等に農協等が繁殖雌牛を貸し付ける場合に支援を行う。

（２）地方特定品種並びに離島等及び山振地域の肉用牛振興対策

① 地方特定品種の特徴を活かした生産や放牧利用を推進するための取組を支援す

る。

② 離島等及び山振地域における肉用子牛の集出荷を促進するための取組を支援す

る。

（３）肉用子牛流通等対策

① 肉用牛流通促進対策

家畜商組合等が行う肉用子牛等の流通の円滑化を図るための預託の取組を支援す

る。

② 肉用牛導入保証支援

家畜商組合等が行う肉用牛預託を促進するための資金調達を支援する。

３ 事業実施主体 都道府県団体、民間団体

４ 所要額（補助率） ３,４４１百万円（定額、１／２以内等）

担当課 代表０３－３５０２－８１１１

（１）の①のア､ウ、エ、オ及び②の事業 生産局畜産部畜産企画課 内線４８９０ 担当者：前間、時田

（１）の①のカの事業 生産局畜産部畜産企画課 内線４８９０ 担当者：杉中、原田

（１）の①のイ及び（２）の①事業 生産局畜産部畜産振興課 内線４９２３ 担当者：西端、髙村、浦田

（２）の②並びに（３）の①及び②の事業 生産局畜産部食肉鶏卵課 内線４９４１ 担当者：木下、北村、西川

【平成27年度ALIC事業】
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食肉流通改善合理化支援事業

１ 事業の目的
国産食肉と輸入食肉との一層の競合が増す中で、消費者の低価格志向、食中毒事故

等に起因する牛肉を中心とした需要の減退など国産食肉をめぐる厳しい情勢を踏ま
え、産地食肉センター等の施設の改善、食肉流通の各段階における業務の効率化、経
営の安定化、顧客視点に立った国産食肉の新需要の創出、生食用牛肉の需要回復等の
ための措置を講ずることにより、食肉流通の合理化と消費者の嗜好の多様化に対応し
た、安全・安心な食肉の安定供給を図り、もって我が国畜産の健全な発展に資する。

２ 事業の内容
（１）食肉流通施設等設備改善支援

食肉等の流通の合理化等を図るため、産地食肉センター、家畜市場及び食鳥処理
施設における処理等の効率化、コスト低減、環境対策・衛生管理の高度化に必要な
設備の改善の取組を支援する。

（２）食肉卸売市場機能強化
食肉卸売市場の公正な価格形成機能の維持・安定を図るため、食肉卸売市場の基

本的な機能である情報伝達、集分荷及び決済機能を強化するとともに、市場におけ
る品質管理の高度化を図る。

（３）食肉卸売経営の安定化
食肉卸売経営の体質強化等による国産食肉の安定供給を図るため、安定した大口

取引先である給食事業者等における利用の推進、国産ハラール食肉の国内のイスラ
ム教徒への販売網構築、食肉流通関連制度に関するセミナー等の開催、経営改善を
図るための低利資金の融通に対する支援、融資機関に対する信用力の強化を行う。

（４）食肉小売機能の高度化
食肉小売経営における消費者の信頼確保と安全・安心な食肉の供給を図るため、

食肉流通関連制度に関するセミナー等の開催、経営改善を図るための低利資金の融
通に対する支援、生産者の顔の見える食肉販売等を行う。

（５）国産食肉等新需要創出緊急対策
国産食肉等の新たな商品価値を創出・提案するため、生産・加工・流通及び販売

業者が一体となった入札販売会等の取組を緊急に支援する。

（６）生食用牛肉等提供体制緊急構築事業
国産牛肉等の生食需要を回復するため、生食用牛肉の加工基準に適合した食肉加

工用機器の整備等を支援する。

３ 事業実施主体 農業協同組合、民間団体等

４ 所要額（補助率） ３，７０３百万円
（定額、２／３以内、１／２以内、１/１０以内）

担当課：生産局畜産部食肉鶏卵課
代表 03-3502-8111 内線 4943、4944
担当者：関川、葛井、瀧本、寺野

【平成27年度ALIC事業】
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養豚経営安定対策補完事業

１ 事業の目的

我が国の豚肉の生産においては、経済効率を高める観点から、約８割が３品種（ラン

ドレース種、大ヨークシャー種、デュロック種）の交雑による肉豚生産が行われている。

配合飼料価格の高騰や国際競争が激化する環境の中で、我が国の養豚の発展のために

は、３品種の原種豚における繁殖性や産肉性などの能力向上と効率的利用が重要な課題

の一つとなっている。

併せて、養豚経営の安定化を図るためには、人工授精の普及などにより、更なる経営

コスト削減及び生産性の向上を図っていくことが必要である。

このため、各地域における能力向上に必要な純粋種豚等の導入、人工授精技術の導入

及び技術向上など経営コスト削減や生産性向上への取組を推進し、養豚経営の体質強化

を図る。

２ 事業の内容

（１）地域肉豚能力向上支援

地域の生産者集団等において、配合飼料の節減など生産コストの低減を図るために必要と

なる純粋種豚又はその精液について、海外を含めた他地域からの導入を支援する。

（純粋種豚導入は 10 万円/頭、精液導入は１万円/本が上限）

（２）生産性向上支援

経営コストの削減や生産性向上の観点から、高度な人工授精技術などの導入のための

研修会開催や、先進的な経営改善の取組の普及活動に対し支援する。

３ 事業実施主体 民間団体等

４ 所要額（補助率） １３０百万円（１／２以内、定額）

担当課：生産局畜産部畜産振興課

代表 03-3502-8111 内線 4910

担当者：今崎、新井

【平成 27 年度ALIC事業】
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畜産高度化支援リース事業

１ 事業の目的

畜産経営における家畜排せつ物の利活用の推進及び環境整備、食肉や生乳流

通の効率化・合理化に必要な施設等の導入をリース方式で支援することにより、

我が国畜産の安定的発展を図る。

２ 事業の内容

（１）畜産環境整備リース事業

畜産農家等に対して、環境整備に必要な施設等の貸付を行う。

（２）食肉販売等合理化施設整備リース事業

食肉処理、加工、販売事業者等に対して、食肉流通の合理化、衛生基準の

高度化等に必要な施設等の貸付を行う。

（３）生乳流通効率化支援リース事業

生産者団体、牛乳販売業者等に対して、生乳等の流通の効率化に必要な施

設等の貸付を行う。

３ 事業実施主体 （財）畜産環境整備機構

４ 貸付枠 １，７５５百万円

担当課 代表 ０３－３５０２－８１１１

（1）の事業 生産局畜産部畜産企画課 内線4890 担当者：杉中、原田

（2）の事業 生産局畜産部食肉鶏卵課 内線4943 担当者：関川、井戸

（3）の事業 生産局畜産部牛乳乳製品課 内線4933 担当者：冨澤、上田

【平成27年度ALIC事業】
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畜産特別支援資金融通事業

１ 事業の目的
負債の償還に支障を来している経営や家畜伝染病発生による深刻な影響を受け

た経営に対する低利資金の円滑な融通を支援する。

２ 事業の内容
（１）畜産特別資金

① 大家畜・養豚特別支援資金
負債の償還が困難な畜産経営に対し、長期・低利の借換資金を融通すると

ともに、都道府県畜産協会等が行う経営改善指導及び都道府県農業信用基金
協会が行う債務保証に対する支援を行う。
・貸付条件（利率は平成26年12月19日現在）

経 営 改 善 資 金
経営継承資金

一 般 特 認 残高借換

償還期限
大家畜 １５年以内 ２５年以内
養豚 ７年以内 １５年以内

うち据置期間 ３年以内 ５年以内
貸 付 利 率 ０．８０％以内
注：残高借換を行うことができるのは平成29年度のみ。

・融資枠（平成25～29年度）500億円（大家畜450億円、養豚50億円）

② 畜産経営改善緊急支援資金
配合飼料価格高騰等により急速に悪化している大家畜経営に対し、償還困

難な負債の一括借換、貸付当初２年間無利子、債務保証への支援強化により
支援。
・貸付条件（利率は平成26年12月19日現在）
償還期限 大家畜 ２５年以内
うち据置期間 ５年以内

貸 付 利 率 ０．８０％以内（但し、貸付当初２年間は無利子）
・融資枠（平成27年度）200億円

（２）家畜疾病経営維持資金
口蹄疫等の家畜伝染病発生により深刻な影響を受けた畜産経営に対し、経営

再開等に必要な低利資金を融通。
・貸付条件（利率は平成26年12月19日現在）

経営再開資金 経営継続資金 経営維持資金
貸付限度額 個人:2,000万円 (1頭当たり, 100羽当たり) (100羽当たり)

法人:8,000万円 乳用牛13万円、肥育牛13万 家きん52千円
円、繁殖用雌牛65千円、肥
育豚13千円、繁殖豚26千円、
家きん52千円、繁殖用めん
羊及び山羊13千円

償 還 期 限 ５年以内 ３年以内
据置期間 ２年以内 １年以内

貸 付 利 率 １.０２５％ 1.025%以内
・融資枠（平成24～28年度） 50億円

３ 融資機関 農協、農協連、農林中央金庫、銀行等

４ 事業実施主体 （公社）中央畜産会

５ 所要額 １，９９９百万円

担当課：生産局畜産部畜産企画課
代表 03-3502-8111 内線 4893
担当者：川本、幸野

【平成27年度ALIC事業】
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畜産動産担保融資活用推進事業

１ 事業の目的

畜産経営の安定や生産基盤強化を図るために必要とする資金について、安定的

かつ円滑な調達を期するため、担保や保証人によらず、融資機関が事業収益資産

の内容を常時モニタリングし、資産の一定割合を上限に資金の貸し出しを行うＡ

ＢＬ（動産担保融資）という手法の一層の活用方法等について、調査及びモデル

実証を行うことにより、畜産経営における資金調達の多様化を図る。

２ 事業の内容

（１）畜産ＡＢＬ導入マニュアルの充実

平成26年度に作成したマニュアルの現場における実用性を検証し、課題を

抽出・整理するとともに、金融機関等関係者の意見を収集し、これらをマニ

ュアルに反映し、充実を図る取組に対し支援を行う。

（２）ＡＢＬ推進体制のモデル実証

平成26年度に作成した畜産ＡＢＬ導入マニュアルの実用性を検証するため、

マニュアルに則って行う畜産経営と融資機関のマッチング、経営モニタリン

グ体制・貸倒時の家畜の飼養・処分体制構築等を行う畜産ＡＢＬのモデル実

証の取組に対し支援を行う。

３ 事業実施主体 （１）（公社）中央畜産会

（２）民間団体

４ 所要額（補助率） ４６百万円（定額、１／２）

担当課：生産局畜産部畜産企画課

代表 03-3502-8111 内線 4893

担当者：川本、幸野

【平成27年度ALIC事業】
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家畜防疫互助基金支援事業

１ 事業の目的

家畜の伝染病のうち、口蹄疫、牛疫、牛肺疫、アフリカ豚コレラ、豚コレラ、

高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザについては、伝搬力が

極めて強く、我が国の畜産経営に極めて重要な影響を及ぼす。特に、口蹄疫につ

いては平成22年度に、高病原性鳥インフルエンザについては平成26年度に我が国

においても発生が確認され、現在も周辺国において継続的に発生している状況で

ある。

万一、これらの伝染病が発生した場合に備え、経営再開までに必要な経費等を

相互に支援するため、生産者が自ら基金を造成するするとともに、伝染病発生時

に本基金からの交付とALICからの交付を合わせた互助金を交付することにより、

より一層の防疫措置の円滑化及び異常発見時の早期の届出を促し、もって畜産の

安定的な発展を図る。

２ 事業の内容

口蹄疫、牛疫、牛肺疫、アフリカ豚コレラ、豚コレラ、高病原性鳥インフルエ

ンザ及び低病原性鳥インフルエンザに係る互助事業の普及・指導、互助基金の造

成及び発生時の互助金の交付等を行う。

３ 事業実施主体 民間団体

４ 基金規模

２,９４１百万円（うち国費 １／２以内：１,４７１百万円）

※国費分については、対象疾病が発生した場合のみ必要額をＡＬＩＣから支出

５ 所要額（補助率） ９５百万円（定額）

担当課：消費・安全局動物衛生課

代表 03-3502-8111 内線 4582

担当者：星野、請川

【平成27年度ALIC事業】
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国産畜産物安心確保等支援事業

１ 事業の目的

家畜個体識別システムの円滑な運用の確保、ＢＳＥ患畜が確認された場合の

迅速な対応、口蹄疫や鳥インフルエンザ等に備えた国産食肉の安全・安心に係

る情報収集・普及を支援することにより、国産畜産物の安心確保と安定供給に

資する。

２ 事業の内容

（１）家畜個体識別システム定着化事業

家畜個体識別システムの適正かつ円滑な運用を図るため、生産者等が牛ト

レーサビリティ制度を的確に実施するための取組を支援する。

（２）緊急時生産流通体制支援事業

① 緊急時鶏肉処理体制整備等対策事業

鳥インフルエンザ発生時における円滑な鶏肉処理体制の構築に向けた取

組を支援する。

② 緊急時食肉安全性等情報提供事業

口蹄疫、鳥インフルエンザ等の発生時に備えた、国産食肉の安全・安心

に係る情報収集・消費者への普及を支援する。

（３）家畜排せつ物利活用推進事業

畜産環境保全に関する現場指導等に必要な指導用データの収集・分析・提

供を支援する。

（４）快適性に配慮した家畜の飼養管理推進事業

アニマルウェルフェアの国際的な動向に関する情報提供、アニマルウェル

フェア向上に向けた検討等を支援する。

３ 事業主体 民間団体

４ 所要額（補助率） ４６４百万円（定額、３／４以内、１／２以内）

担当課 代表０３－３５０２－８１１１

（１）（４）の事業 生産局畜産部畜産振興課 内線4924 担当者：和合、鎌田

（２）の①の事業 生産局畜産部食肉鶏卵課 内線4942 担当者：川原、長谷川

（２）の②の事業 生産局畜産部食肉鶏卵課 内線4943 担当者：関川、葛井

（３）の事業 生産局畜産部畜産企画課 内線4890 担当者：杉中、原田

【平成27年度ALIC事業】
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畜産副産物適正処分等推進事業

１ 事業の目的

国内におけるＢＳＥ発生を契機として、それまで有効利用されていた牛由来肉

骨粉・せき柱について、食用はもとより、飼肥料等用原料としての利用が禁止さ

れたことから、これらが適切に処理されなければ、行き場を失った畜産残さによ

りと畜機能が麻痺するとともに、消費者の食の安全・安心を脅かす恐れが生じた

ところである。

このため、牛肉骨粉や牛せき柱の適正処理等を行うことにより、円滑な畜産残

さ処理の継続によると畜機能の維持を図るとともに、食の安全・安心の確保を図

り、もって国産食肉の持続的かつ安定的な供給に資する。

２ 事業の内容

（１）肉骨粉適正処分対策事業

畜産残さのレンダリング処理及びこれにより製造された肉骨粉を焼却処分す

るのに必要な経費を助成する。

（２）畜産副産物有効活用整備事業

豚鶏原料の有効利用を図るため、レンダリング施設における牛原料と豚・鶏

原料の分別処理等に必要な施設の整備を支援する。

（３）牛せき柱適正管理等推進事業

牛せき柱を適正に管理し、安全・安心な食肉等を供給するとともに、畜産残

さの有効利用に取り組む食肉事業者に対して、促進費を交付する。

（４）畜産副産物需給安定推進事業

畜産副産物の発生・流通状況の調査・分析に対する支援、化製業者のワーク

シェアに必要なクリーニング経費の一部を助成する。

（５）牛肉骨粉利用促進事業

牛由来肉骨粉の焼却灰を肥料等として有効利用した場合に促進費を交付す

る。

３ 事業実施主体 民間団体

４ 所要額（補助率） ６，７３６百万円（定額、１０／１０以内、１／３以内）

担当課：生産局畜産部食肉鶏卵課

代表 03-3502-8111 内線 4943

担当者：伊藤、植田、袋

【平成27年度ALIC事業】
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畜産経営安定化飼料緊急支援事業

１ 事業の目的

（１）配合飼料価格は、平成24年秋以降の穀物価格の高止まり等による高騰が続

いており、配合飼料価格安定制度の財源が不足し、平成25年度第２四半期（７

-９月期）は十分な補塡を行うことができない状況となった。

（２）このため、配合飼料製造業者等が融資機関から資金を借り入れて、生産者

向け配合飼料価格の抑制や支払期限の延長等に対応する取組を支援するた

め、特例的な措置として、当該借入れに係る金利相当額を助成する。

２ 事業内容

配合飼料製造業者等が市中銀行等から資金を借り入れて、生産者に対して独

自の補塡や給付金の交付、備蓄穀物の借入れによる原料コストの低減等により

生産者向け配合飼料価格の抑制や支払い期限の延長等の取組を行う場合に、当

該借入れに係る金利相当額を助成する。

３ 貸付期間 平成２５年度

４ 償還期間 ５年以内（償還期限：平成30年度）

５ 事業実施期間 平成２５年度 ～ 平成３０年度

６ 事業実施主体 一般社団法人 全国配合飼料供給安定基金

一般社団法人 全国畜産配合飼料価格安定基金

一般社団法人 全日本配合飼料価格畜産安定基金

７ 所要額（補助率） ３２百万円（定額）

担当課：生産局畜産部畜産振興課

代表 03－3502－8111 内線4916

担当者：山田、澤村

【平成27年度ALIC事業】
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生乳流通合理化促進事業（新規）

１ 事業の目的

酪農家の点在化、乳業工場の再編等に伴う集乳及び送乳距離の増加や、人件費

高騰等に伴い、集送乳に係る生乳の流通コストの上昇が課題となっている。この

ため、生産者団体等が一体となって生乳流通の合理化を検討・計画し、生乳流通

の合理化に資する機器を整備することを支援することにより、生乳の流通コスト

の削減を図り、もって酪農経営の収益性の改善に資する。

２ 事業の内容

（１）生乳流通合理化体制整備

生乳流通コストの生産者負担を軽減するため、単位農協、農協連及び指定団

体（以下「生乳生産者団体」という。）並びに行政機関等を構成員とした協議

会における、現状の集送乳コスト構造の分析、コスト低減方策の検討等を内容

とする「生乳流通合理化計画」の検討・作成を支援する。

（２）生乳流通合理化機器リース

（１）の「生乳流通合理化計画」に基づき、生乳生産者団体が、タンクロー

リーの大型化による集送乳路線の削減や隔日集荷の普及拡大による走行距離の

短縮、生乳検査の効率化等の生乳流通の合理化（集送乳コストの削減）を図る

ために必要な、生乳流通関係機器のリース導入を支援する。

３ 事業実施主体 民間団体

４ 所要額（補助率） ５８２百万円（１／２、１／３以内）

担当課：生産局畜産部牛乳乳製品課

代 表：03-3502-8111 内線4933

担当者：冨澤、信戸

【平成27年度ALIC事業】
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配合飼料価格安定基金運営基盤強化事業

１ 事業の目的

（１）最近の配合飼料価格の動向は、平成24年秋以降の飼料穀物価格の上昇・高止まりか

ら落ち着きを取り戻しつつあるが、引き続き高い水準が続いており、米国等の飼料穀

物産地における不作等により再び上昇した場合、配合飼料価格安定制度は十分な補塡

財源を確保できなくなるおそれがある。

（２）このため、平成27年度において同制度による基本的な機能の維持に必要な財源を貸

し付け、運営基盤を強化する。

２ 事業の内容 通常補塡基金に対する補塡財源の貸付を行う。

３ 事業実施主体 公益社団法人配合飼料供給安定機構

４ 所要額（補助率） １３，４６０百万円（定額）

担当課：生産局畜産部畜産振興課

代表 03－3502－8111 内線4915

担当者：山田、尾原

【平成27年度ALIC事業】



- 24 -

飼料穀物備蓄対策事業

１ 事業の目的

不測の事態における海外からの飼料原料の供給途絶や国内の配合飼料工場の被災に伴

う配合飼料の供給ひっ迫に備え、その主原料であるとうもろこし・こうりゃんの備蓄を

行うことにより、配合飼料の安定供給を確保する。

２ 事業の内容

飼料穀物（とうもろこし・こうりゃん）を備蓄するために追加的に必要となる経費を

助成。

３ 事業実施主体

公益社団法人配合飼料供給安定機構

４ 所要額（補助率） ２，４２３百万円（定額）

（平成２４年度補正予算額 ７，１５３百万円）

５ 事業実施期間 平成２４ ～ ２７年度

担当課：生産局畜産部畜産振興課

代表 03－3502－8111 内線4915

担当者：相田、井上

［平成24年度補正予算により措置した事業の実施期間延長］
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